
防府市民間人権運動団体に対する補助金交付要綱 

平成８年４月１日制定 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、市が認めた民間人権運動団体（以下「団体」という。）が

人権問題の解決を目的として行う活動に係る補助金の交付について必要な事

項を定めるものとする。 

 （補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 

 (１) 人権問題等に関する大会に団体の構成員を派遣する事業（以下「大会

等派遣事業」という。） 

 (２) 団体として行う研修会、研究会等（以下「研修会等事業」という。） 

 （補助対象経費等） 

第３条 補助対象経費及び補助率は別表に定めるとおりとし、市長は毎年度予

算の範囲内において、補助するものとする。 

２ 団体からの補助金の交付申請額が、前項の規定により算出した額より低額

の場合は、補助金の額は交付申請額のとおりとする。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする団体は、補助金交付申請書（第１号

様式）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書（予算執行計画書） 

 (２) 歳入・歳出予算書 

 (３) 構成員名簿 

 (４) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による交付申請書の提出があった場合には、その

内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認めるときは、補助金

の交付を決定し、補助金交付決定通知書により当該団体に通知し、交付する。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、必要と認めるときは、条

件を付すことができる。 

 （事業の変更及び廃止） 



第６条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた団体が、事業内容又は

補助対象経費の変更又は事業を廃止するときは、補助金変更・廃止承認申請

書（第２号様式）を市長に提出し、あらかじめ市長の承認を受けなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による補助金変更・廃止承認申請書の提出があった場

合には、その内容を審査し、適当と認めるときは、補助金交付決定変更・廃

止承認通知書により通知する。 

 （実績報告書の提出） 

第７条 補助金の交付決定を受けた団体（以下「補助団体」という。）は、当

該事業を完了したときは、事業完了の日から起算して３０日を経過した日又

は補助金の交付の決定があった年度の３月３１日のいずれか早い日までに、

補助金実績報告書（第３号様式）に次に掲げる事項を記載した書類及び支出

を証明する資料を添付して、市長に提出しなければならない。 

(１) 大会等派遣事業 用務の名称、成果、内容、日時、用務先、出張者名

（人数）、負担金、経費内訳及び収支精算書 

 (２) 研修会等事業 研修会等の名称、成果、内容、日時、開催場所、参加

人員、経費内訳及び収支精算書 

（補助金の額の確定） 

第８条 市長は、前条の規定による補助金の実績報告があった場合、その内容

を審査し、必要に応じ調査を行った上、事業が適切に遂行されていると認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を当該補助団体に通知す

るものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた補助団体は、補助金

精算払（概算払）請求書（第４号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、第５条の規定による通知に係る金額

の範囲内で概算払により補助金を交付することができる。 

３ 補助団体は、概算払により補助金の交付を受けようとするときは、補助金

精算払（概算払）請求書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項又は前項の規定による適法な請求書を受理したときは、当



該補助団体に補助金を交付するものとする。 

（報告及び検査） 

第１０条 市長は、必要があると認めるときは、補助団体に対し、報告を求め

若しくは事業の施行に関し必要な指示をし、又は帳簿その他関係書類を検査

することができる。 

（書類整備等） 

第１１条 補助団体は、事業の施行状況及び当該事業に係る収支についての状

況を明らかにする帳簿その他の関係書類を整備し、補助金の交付の決定があ

った年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 （補助金の交付決定の取り消し） 

第１２条 市長は、補助団体が次の各号の一に該当するときは、当該補助金の

交付の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 補助金の交付に関して付した条件に違反したとき 

 (２) 虚偽の申請、その他不正な手段によって補助金の交付を受けたとき 

 (３) 申請にかかわる事業を中止したとき 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

当該取り消しにかかる部分について既に補助金を交付しているときは、当該

補助団体に対してその返還を命ずるものとする。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は

別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１１年４月１日（以下「施行日」という。）から施行し、

施行日以後に申請のあった補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年１月５日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 



別表（第３条関係） 

事業 

種目 
補助対象経費 補助率 

大
会
等
派
遣
事
業 

旅費 防府市旅費支給条例（昭和２６年

防府市条例第２号）の規定により

算出した旅費を上限とする 

１ 定額 

２ 補助額は

同一年度内で

１００万円を

上限とする 

需用費 大会等の資料代及びテキスト代 

負担金・参加費 大会等の負担金及び参加費 

その他の経費 市長が特に必要と認める経費 

研
修
会
等
事
業 

報償費 講演料等 １ 定額 

２ 補助額は 

同一年度内で 

５０万円を上 

限とする 

旅費 防府市旅費支給条例（昭和２６年

防府市条例第２号）の規定により

算出した旅費を上限とする 

需用費 文房具、コピー代等の消耗品費 

役務費 郵便料等 

負担金・参加費 研修会等の負担金及び参加費 

その他の経費 市長が特に必要と認める経費 

※対象とならない経費 

・役員・常勤職員等に係る経費 

・人件費や謝金（会員の労務や技術に対して支払われるものを含む。） 

・飲食費（懇親会、接待、パーティーなど経費を含む。） 

・講師等への土産代 

・団体に対する給付経費（他団体への助成金、補助金、寄付金、義援金など） 

・土地、建物、設備その他の固定資産の取得、整備又は除却に要する経費 

・第２条で規定する事業以外においても使用される諸経費 

・その他補助事業の実施に係る直接経費と認められない経費 



第１号様式 

 

 年(    年) 月 日  

 

（宛先） 防府市長          

 

住所              

団体名             

代表者氏名           

 

     年度防府市民間人権運動団体に対する補助金交付申請書 

 

 年度人権問題の解決を目的として行う活動に対し、補助金の交付を受けたい

ので、防府市民間人権運動団体に対する補助金交付要綱第４条の規定に基づき、

関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 補助事業の名称 

 

２ 補助事業の目的 

 

３ 補助事業の内容 

 

４ 事業実施計画書 

 

５ 交付申請額 

 

６ 補助事業完了予定期日 

 

７ 収支予算 



第２号様式 

 

 年(    年) 月 日  

 

（宛先） 防府市長          

 

住所              

団体名             

代表者氏名           

 

     年度防府市民間人権運動団体に対する補助金変更・廃止承認申請書 

 

     年  月  日付け   第   号で補助金交付決定通知のあり

ました人権啓発活動の実施については、下記のとおり変更したいので、防府市

民間人権運動団体に対する補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、関係

書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的 

 

２ 補助事業の内容 

 

３ 事業実施計画書 

 

４ 交付申請額 

 

５ 補助事業完了予定期日 

 

６ 収支予算 



第３号様式 

 

 年(    年) 月 日  

 

（宛先） 防府市長          

 

住所              

団体名             

代表者氏名           

 

      年度防府市民間人権運動団体に対する補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け  第   号の交付決定通知に基づき、下記

のとおり事業を実施しましたので、防府市民間人権運動団体に対する補助金交

付要綱第７条の規定に基づき、その実績について、下記の関係書類を添えて報

告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的 

 

２ 補助事業の内容 

 

３ 事業実績報告書 

 

４ 補助事業完了年月日 

 

５ 収支決算 

 

 



第４号様式 

補助金精算払（概算払）請求書 

 年(    年) 月 日  

 

（宛先） 防府市長          

 

住所              

団体名             

代表者氏名           

 

     年  月  日付け   第   号で交付決定（確定）通知のあ

りました補助金について、防府市民間人権運動団体に対する補助金交付要綱

第９条第１項（第３項）の規定に基づき、下記により交付されるよう請求し

ます。 

（単位：円） 

事業名 補助金確定 

（交付決定）額 

既受領額 今回請求額 残額 

     

 

振  込  先 

金 融 機 関 名 

銀行・信用金庫・労働金庫 

農協・漁協・信用組合 

支店・支所・出張所 

口座番号・種別        １：普通 ２：当座 

口 座 名 義 

カ タ カ ナ で 

記入願います 

 

 

 

事務担当者 ○○○○（連絡先 ○○○○（○○）○○○○） 


